
第３号様式（第１５条関係）

事業者排出量削減報告書

ま、にたる

のIi｢iｲ｢地）

氏ｆ，（仏
は、ｆｉ称及

人打の氏ｆｉ）

事巣仔の［たる

業師

注１該当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外の叩業者の方はし印の記入は不要です。

２「基準年度」とは計画期H1】の前年度を、「'三I標年度」とは８１画期間の脳終ｲ'二度を、「報f1i年度」とは計画'１１１問のうち、今回報告の対象となる年度をいいます．
３「邪業所等排Ⅱl区分」とは哀郁府内の事業所弊の事業活ＩＭＩのためのエネルギーの使用に伴い発生する1M室効果ガスを、「輸送車両排１１１区分」とは自動j１１運送躯業者については使j11の本拠の位朏を取郁府内とする１１〔
両の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物１１[両又は旅客車両の排11｣する温室効果ガスを、「その他排111区分」とは上記以外の京都府内における事業所等の､１F業活動に伴い発生する温室効果ガスをいいます。

４「原単位当たりの温室効果ガス排出量等」の「)､途区分」には、○○工場、ミＩＦ務所などの川途を記入してください．「原１１(位の指標」には、分子の「二酸化炭素換算」の下に分母となる指標（''三虚数鼠、延べ床面積、走行距離等）を記入してください。

５「その他の地球温暖化対策による温室効果ガスのliⅢ減駄等」のうち「森林の保全及び雛NIi」の「目標ｲ１２度（計画）」欄には計画IIlIlll11l1の目標の紫jI|を、「報告年皮（実績）」欄には実績の梁iIfを妃入してください。

６「特記事項」には、平成２年度（１９９()年度）を基準とした排出丘の対比や、省エネ製品'１１１発など他者の温室効果ガス排出削減への貢献、グリーン調達の採川、特定フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの１１１減などを記入してください。

住所（法人にあっ
ては、主たる事務
所の所在地）

東京都北区赤羽二丁目１番１号

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代

表者の氏名）

合同会社西友代表社員ウオルマート・ジャパン・ホールディングス合|司会社
職務執行者野田亨

事業者の主たる
業種 総合スーパー

該当する事業者
要件 涼京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー便１１】事業者（原油に換算してＬ５００キロリ

ｒ 

ｒ 

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者
両150両以上）

ツトル以上））

(大規模運送事業者（トラック又はバス100台以｣二／タクシー150台以上／鉄道車

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））
計画期間 =f・岨“午４ﾉﾖ～刊ＬｈｊＣＺｂ士Ｆｉｊﾉﾖ

基本方針

平成21年度を基準として、計画期間中に3％以上の温室効果ガスの削減を１ｺ指します。

推進体制
企栞コミュニケーション部はサステナビリテイ推進事務局として各部門の責任者と毎年目標を設定し進捗
に共有され、サステナビリティ活動の推進に繋げています。

･達成状況は、四半期ごとにCEOや各部門責任者

環境マネジメントシステム名称

適用範囲

取得年月日

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の状況

年度

平成22～2４

平成22～2４

平成22～2４

設備、対象、工程等

設備保全部門

廃棄物部門

店舗部門

措置内容

エ不ル千一を幼竿阿に使用しメンテナンスを的確に行うことにより地球温暖化ガスの排111の抑制を図る

塊率物乞セロに可ｃことを岐羅にl際として､廃棄物の発生抑制、リサイクルに勤めます．

収ラI元と脳刀し、容議．包装のﾛﾘ減に努めます。

温室効果ガスの
排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実績）

(2]）年度
(二酸化炭素換算）

目標年度（計画）

(24）年度
(二酸化炭素換算）

増減率

(計画）

報音年度（実績）

(22）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(実績）

10,277.9ｔ 9,969.0ｔ －３．０％ 10,283.5ｔ 0.1％ 
ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

ｔ ｔ ％ 
ｔ ％ 

＊1 10,277.9ｔ ＊２ 9,969.0ｔ -3.0％ ＊４ 10,283.5ｔ ０．１％ 

原単位当たりの

温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実績）

％ 
％ 

％ 
％ 

％ 
％ 

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力
又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分のlMi入

削減量等合計

目標年度（計画）
取組量等 (二酸化炭素換算）

(整備面積） hａ (吸収風） ｔ 

(利用量） IｎJ (､ﾘ減賦） ｔ 

(充電量） kwｈ (nﾘ減jit） ｔ 

(熱供給fit） GＪ (櫛ﾘ減iii） ｔ 

(購入量） kwｈ (削減駄） ｔ 

(鯛入風） ｔ (削減iii） ｔ 

一一一一一一一一一 ＊３ ｔ 

報告年度（実績）
取組賦等 (二酸化炭素換算）

(整備面積） hａ (吸収量） ｔ 

(利用量） rｎｺ (Hﾘ減量） ｔ 

(売餓量） kwｈ (削減量） ［ 

(熱供給量） GＪ (削減量） ｔ 

(購入量） kwｈ (削減量） ｔ 

(臓入量） ｔ (削減量） ｔ 

＊５ 
ｔ 

差引排出量

(排出合計一削減等合計）

基準年度（実績）

＊１ 10,277.9ｔ 

目標年度（計画）

㈹2)-('3）9,969.0ｔ

増減率（計画）

-3.0％ 

報告年度（実績）

いＩ)－(05） 10,283.5ｔ 

増減率（実績）

０１％ 
地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

長期的な視野に立って、地球環境の保全、
業活動と一体を成す不可欠な活動として、

地域社会の繁栄、より多くのお客様・従業員の健康と発展などに取組むために、
全社をあげて推進しています。

サステナビリティの取組みを事

特記事項


